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 （趣旨） 

第１条 この要綱は、枚方市補助金等交付規則（昭和40年枚方市規則第30号）の規定に基づいて交

付する若者世代空き家活用補助金（以下「補助金」という。）について必要な事項を定めるもの

とする。 

 （目的） 

第２条 補助金の交付の目的は、空き家の減少及びその有効活用、住宅の耐震化及びその立地の適

正化並びに若者世代の市内への転入及び定住を促進することにより、安全かつ安心に暮らすこと

ができる生活環境を形成し、もって地域社会の活性化に資することとする。 

 （定義） 

第３条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。 

 ⑴ 若者世代 次に掲げる者をいう。 

  イ 婚姻（婚姻の届出をしていないが、事実上婚姻関係と同様の事情にある場合を含む。）を

し、又はパートナーシップの宣誓（枚方市パートナーシップの宣誓の証明に関する要綱（平

成31年枚方市要綱第15号）第３条第１項に規定するパートナーシップの宣誓又はこれと同等

と認められる同要綱第６条第１項に規定する連携協定自治体若しくは同要綱第７条第１項に

規定する相互利用自治体における手続をいう。以下同じ。）があったことの証明を受けた同

居している両当事者（いずれもが40歳未満であるものに限る。） 

  ロ 満18歳に達する日以後の最初の３月31日までの間にある者（出産予定であることが母子手

帳等で確認できる胎児を含む。）と同居しているその父又は母及び当該父又は母の配偶者

（婚姻の届出をしていないが事実上婚姻関係と同様の事情にある者を含む。）又はパート

ナーシップの宣誓があったことの証明を受けた者をいう。 

 ⑵ 空き家 昭和56年５月31日以前に着工された居住がなされていない建築物（車庫、物置、納

屋その他これらに類する建築物を除く。）のうち、一戸建ての住宅及び長屋（店舗その他これ

に類するものの用途を兼ねる場合には、当該用途に供する部分の床面積（建築基準法施行令

（昭和25年政令第338号）第２条第１項第３号に規定する床面積をいう。）が当該一戸建ての

住宅又は長屋の延べ面積（同項第４号に規定する延べ面積をいう。）の２分の１未満であるも

のに限る。）をいう。 

 ⑶ 耐震診断 耐震診断技術者が、建築物の耐震診断及び耐震改修の促進を図るための基本的な

方針（平成18年国土交通省告示第184号。以下「基本方針」という。）に基づき、建築物の安

全性を適正に評価することをいう。 

 ⑷ 耐震診断技術者 国土交通大臣又は都道府県知事が指定する耐震に関する講習会の修了者を

いう。 



 ⑸ 設計者 建築士法（昭和25年法律第202号）第23条第１項の登録を受けた建築士事務所に属

する耐震診断技術者をいう。 

 ⑹ 耐震改修計画 耐震診断により基本方針別表第１⑴の項又は⑵の項に該当すると判断された

空き家について、設計者が基本方針に定める地震に対して安全な構造とすることを目的として

作成する耐震の改修の計画をいう。 

 ⑺ 耐震改修 耐震改修計画に基づいて行う工事（原則として耐震診断技術者により工事監理が

行われるものに限る。）をいう。 

 ⑻ リフォーム工事 修繕、増築、改築若しくは模様替又は住宅の機能の向上のために行う補

修、改造若しくは設備の改善のための工事をいう。 

 （補助金の交付の対象者） 

第４条 補助金の交付の対象となるものは、次に掲げる要件のいずれにも該当する若者世代とす

る。 

 ⑴ 補助金の交付の申込みのあった日において、次に掲げる住宅のいずれかに継続して１年以上

居住していること。 

  イ 市外の住宅 

  ロ 市内の賃貸住宅 

  ハ 若者世代の二親等以内の者が所有する市内の住宅（若者世代が所有するものを除く。） 

 ⑵ 補助金の交付の申込みのあった日において、若者世代が属する世帯（当該世帯と同居する世

帯がいる場合は、その世帯を含み、次条第２項に規定する補助対象空き家について、共有名義

で所有権の登記をしている者がいる場合は、その者を含む。以下この項において同じ。）の世

帯員のいずれもが市税を滞納していないこと。 

 ⑶ 補助金の交付の申込みのあった日において、若者世代が属する世帯の世帯員のいずれもが、

同一の住宅について、この要綱に基づく補助金の申込みを行っていないこと。 

 ⑷ 次条第２項に規定する補助対象空き家を除却した跡地に新築した住宅又は耐震改修若しくは

リフォーム工事を行った同項に規定する補助対象空き家に居住すること。 

 ⑸ 若者世代が属する世帯の世帯員のいずれもが枚方市暴力団排除条例（平成24年枚方市条例第

45号）第２条第２号に規定する暴力団員又は同条第３号に規定する暴力団密接関係者でないこ

と。 

 （補助対象行為） 

第５条 補助金の交付の対象となる行為は、次のいずれかに該当する行為とする。 

 ⑴ 次に掲げる要件のいずれにも該当する空き家を除却する工事及び当該空き家の跡地に住宅を

新築する工事のいずれもを行うこと。 

  イ 新築する住宅が、次のいずれにも該当すること。 

   (イ) 若者世代の名義又は若者世代及び若者世代の二親等以内の者の共有名義で所有権の登記

をした住宅 

   (ロ) 建築基準法（昭和25年法律第201号）第６条第１項に規定する建築基準関係規定（以下

「建築基準関係規定」という。）に基づき適正に建築された住宅 



  ロ 若者世代又は若者世代及び若者世代の二親等以内の者の連名で契約した請負工事であるこ

と。 

 ⑵ 次に掲げる要件のいずれにも該当する空き家の耐震改修及びリフォーム工事（当該空き家が

耐震診断により基本方針に定める地震に対して安全な構造であると評価された場合にあって

は、次に掲げる要件のいずれにも該当するリフォーム工事に限る。以下この項において同

じ。）を行うこと。 

  イ 若者世代又は若者世代及び若者世代の二親等以内の者の連名で契約した請負工事であるこ

と。 

  ロ 耐震改修及びリフォーム工事の経費（次条第１項第２号イからチまでに掲げる経費を合計

した額から同条第２項各号に掲げる経費を合計した額を控除した額をいう。）が100万円以

上であること。 

  ハ 建築基準関係規定に基づき適正に行われた工事であること。 

２ 前項の空き家は、次に掲げる要件のいずれにも該当する空き家（以下「補助対象空き家」とい

う。）とする。 

 ⑴ 当該空き家及び当該空き家の存する土地について、若者世代の名義又は若者世代及び若者世

代の二親等以内の者の共有名義で所有権の登記をしていること。 

 ⑵ 枚方市立地適正化計画に定める都市機能誘導区域、居住誘導区域又は居住環境保全区域のい

ずれかに存すること。 

 ⑶ 過去にこの要綱に基づく補助金の交付を受けたものでないこと。 

 （補助金の額） 

第６条 補助金の額は、次の各号に掲げる区分に応じ、当該各号に定める額（当該額に1,000円未

満の端数が生じたときは、これを切り捨てた額）と100万円とを比較していずれか低い額とす

る。 

 ⑴ 前条第１項第１号に該当する場合 次に掲げる経費を合計した額 

  イ 補助対象空き家を除却する工事に要する経費 

  ロ 補助対象空き家の跡地に住宅を新築する工事に要する経費 

  ハ その他市長が必要と認める工事に要する経費 

 ⑵ 前条第１項第２号に該当する場合 次に掲げる経費を合計した額に２分の１を乗じて得た額 

  イ 増築、改築等の建築工事 

  ロ 屋根、雨樋、柱、外壁等の修繕、塗装等の外装工事 

  ハ 床、内壁、天井等の内装替え、畳の取替え等の内装工事 

  ニ 雨戸、戸、サッシ、ふすま等の取替え等の建具工事 

  ホ 電気、ガス等の設備工事 

  ヘ トイレ、風呂、キッチン等の改修等の給排水工事 

  ト 耐震改修 

  チ その他市長が若者世代が居住するために必要と認める工事 



２ 前項の規定にかかわらず、次に掲げる経費は、前項の経費から除くものとする。ただし、市長

が特に必要と認める場合は、この限りでない。 

 ⑴ 耐震改修及びリフォーム工事を行う補助対象空き家と別棟の車庫、物置、納屋その他これら

に類する建築物の工事に係る経費 

 ⑵ 外構の工事に係る経費 

 ⑶ カーテン、テーブルコンロ、ベッドその他の移動又は取外しが可能な製品の購入及びその設

置に係る経費 

 ⑷ 国、大阪府又は市の耐震改修工事に係る他の補助を受けた場合は、当該補助の対象となった

経費 

 ⑸ その他市長が適当でないと認める経費 

 （補助金の交付決定に通常要すべき期間） 

第７条 補助金の交付の決定に通常要すべき期間は、補助金の交付の申込みがあった日の翌日から

起算して21日間とする。 

 （条件） 

第８条 市長は、補助金の交付の決定をする場合においては、当該補助金の額の確定があった日後

３年以内に、当該新築した住宅又は当該耐震改修若しくはリフォーム工事をした補助対象空き家

に若者世代が居住しなくなったときは、次に掲げる場合を除き、当該補助金の全部を返還するこ

ととする条件を付するものとする。 

 ⑴ 療養、転勤又は通学のため、転居又は転出が必要となった場合 

 ⑵ 死亡等により若者世代が属する世帯でなくなった場合 

 ⑶ 前２号に掲げる場合のほか、市長が必要と認める場合 

 （事前協議） 

第９条 補助金の交付を受けようとする者は、空き家の取得に係る不動産売買契約並びに空き家の

除却、耐震改修及びリフォーム工事に係る請負契約を行う前に、別に定める書類を市長に提出

し、協議するものとする。 

２ 補助金の交付を受けようとする者は、原則として当該協議が完了した日から起算して90日を経

過する日までに、補助金の交付の申込みをするものとする。 

 （補則） 

第10条 この要綱に定めるもののほか、補助金の交付に関し必要な事項は、別に定める。 

 

   附 則 

 この要綱は、制定の日から施行する。 

   附 則［令和4年3月31日枚方市要綱第17号］ 

 この要綱は、令和４年４月１日から施行する。 

   附 則［令和5年8月28日枚方市要綱第41号］ 

１ この要綱は、制定の日から施行する。 



２ 改正後の枚方市若者世代空き家活用補助金交付要綱の規定は、この要綱の施行の日以後の補助

対象行為の実績の報告に係る補助金について適用し、同日前の補助対象行為の実績の報告に係る

補助金については、なお従前の例による。 


